


4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 21,037株 20年3月期 21,037株

② 期末自己株式数 21年3月期  32株 20年3月期  32株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 2,565 △4.3 △102 ― △352 ― △3,800 ―

20年3月期 2,681 196.8 360 702.7 △45 ― 166 149.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △180,933.66 ―

20年3月期 7,939.68 7,843.77

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 6,784 732 10.8 34,886.00
20年3月期 11,692 4,630 39.3 218,619.66

（参考） 自己資本 21年3月期  732百万円 20年3月期  4,592百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、３ページ「１．経営成績 (1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 



(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国より端を発した金融危機が、欧州にも拡大するなど世界経済の急激な

悪化を受け、急激な円高や株価の暴落、国内外の需要の大幅な低下による企業収益の極めて大きな減少、雇用情勢の

悪化による個人消費の低迷など、急速に悪化いたしました。 

当業界におきましては、コンシューマゲームの分野では、ここ数年続きましたハード市場の拡大が、消費低迷の影

響などにより減速傾向に転じ、ソフトの販売についても一部の人気タイトルを除き縮小傾向にあるなど、市場全体と

しては厳しい経営環境となりました。 

 また、モバイルゲームの分野では、携帯電話端末の高機能化、通信速度の高速化及び料金体系の多様化により、高

機能・大容量で多種多様なゲームコンテンツが続々と配信されるなど、消費低迷が続く中でもユーザーの選択肢は広

がり、競争はより一層激しさを増しました。 

このような状況のもとで、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）は、コンシューマゲーム及びモバイ

ルゲームの両分野において、それぞれのハードや携帯電話端末が持つ異なる特徴を活かしつつ、ゲームユーザーの嗜

好に応じて差別化した多種多様な商品・サービスを継続して提供し、既存のゲームユーザーの満足度の向上を図るこ

とはもとより、潜在的なゲームユーザーを掘り起こし、獲得するため、事業間シナジーの創出に注力しながら、コン

テンツのマルチ展開及びグローバル展開を進めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高12,375,821千円（前年同期比13.4％減）、営業損失1,018,092千円

（前年同期は営業利益1,069,828千円）、経常損失1,494,890千円（前年同期は経常利益414,154千円）、当期純損失

2,304,141千円（前年同期は当期純利益293,090千円）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

[コンシューマ事業] 

フルプライスゲームソフトとして、『BEN 10～ALIEN FORCE～』、『NARUTO～Clash of Ninja Revolution２～』、

『CR新世紀エヴァンゲリオン～使徒、再び～』、『VitaminZ』など27タイトルを発売するとともに、低価格ゲームソ

フトは、「SIMPLEシリーズ」を中心に17タイトルを発売いたしました。 

 前期発売の『BEN 10～PROTECTOR OF EARTH～』は、今期においても販売数を伸ばし、今期の欧米市場における出荷

本数は200万本を超え、生涯累計出荷本数は297万本となりました。 新作の『BEN 10～ALIEN FORCE～』も、堅調な販

売で推移しており、欧米市場で113万本を超える出荷実績を記録いたしました。その他のタイトルでは、『Family 

Party～30 Great Games～（日本名：THE パーティーゲーム）』の販売が全世界合計で37万本を超える出荷実績を記

録いたしました。また、前期に発売した『darkSector』につきましては、当連結会計年度においてプライス・プロテ

クションの追加計上等を行いました。 

 この結果、当連結会計年度におけるコンシューマゲームソフトの販売実績は623万本（新作44タイトル及び旧作の

合計。当社グループ内でのローカライズ製品は除く。）となり、売上高11,139,059千円（前年同期比16.2％減）、営

業損失1,548,765千円（前年同期は営業利益605,787千円）となりました。 

[モバイル事業] 

低価格ゲームコンテンツ「SIMPLE100シリーズ」（月額課金制）では、継続的にコンテンツの充実を図ってまいり

ました。特にコンテンツのラインナップが充実いたしましたKDDI株式会社の「EZweb」及びソフトバンクモバイル株

式会社の「Yahoo!ケータイ」向けに配信しております「SIMPLE100シリーズ」は、当連結会計年度においても好調に

会員数を伸ばしました。 

 リッチゲームコンテンツ「SIMPLEシリーズ DX」（ダウンロード課金制）につきましても新規コンテンツを継続的

に投入し好調なダウンロード数を獲得いたしました。 

また女性向けに『危険なマイ★アイドル』『部室で抱きしめて』等のサイトを新たに開設するなど新規顧客獲得の

ための施策も積極的に展開いたしました。  

この結果、売上高1,236,762千円（前年同期比24.5％増）、営業利益819,700千円（同13.3％増）となりました。 

１．経営成績



所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

[日本] 

コンシューマ事業におきましては、低価格ゲームソフトでは「SIMPLEシリーズ」を中心に17タイトルを発売し、フ

ルプライスゲームソフトでは、『CR新世紀エヴァンゲリオン～使徒、再び～』、『VitaminZ』等19タイトルを発売い

たしました。『CR新世紀エヴァンゲリオン～使徒、再び～』が17万本を超える出荷を記録するなどにより、当連結会

計年度における新作及び旧作の出荷実績は103万本となりました。 

 モバイル事業におきましては、無料ゲーム市場の拡大等によって競争がより一層激化する中にあって、コンテンツ

の充実と積極的な広告活動により「SIMPLE100シリーズ」の当連結会計年度末時点での会員数は、３キャリア合計で

129万人となりました。 

この結果、売上高6,360,133千円（同2.7％増）、営業利益107,099千円（同83.4％減）となりました。 

[北米] 

 「BEN 10」シリーズや「NARUTO」シリーズなどの版権タイトルを中心に商品展開を行い、「BEN 10」シリーズでは

『BEN 10～ALIEN FORCE～』を、「NARUTO」シリーズでは『NARUTO～Clash of Ninja Revolution２～ 』等２タイト

ルを新規に発売いたしました。北米での当連結会計年度における新規の発売タイトルは、11タイトルとなり、新作及

び旧作の出荷実績は365万本となりました。 

 旧作タイトルでは『BEN 10～PROTECTOR OF EARTH～』が、当連結会計年度においてもリピート販売が好調に推移し

ましたが、『darkSector』につきましては、競合他社の大型タイトルの影響等により、プライス・プロテクションの

追加計上等を行いました。 

 この結果、売上高6,052,255千円（同21.2％減）、営業損失1,075,477千円（前年同期は営業利益299,926千円）と

なりました。 

[欧州] 

 新作として『Family Party～30 Great Games～（日本名：THE パーティーゲーム）』と『BEN 10～ALIEN FORCE  

～』等の７タイトルを発売いたしました。また、旧作タイトルでは『BEN 10～PROTECTOR OF EARTH～』のリピート販

売が欧州においても好調に推移しましたが『darkSector』につきましては北米同様、競合他社の大型タイトルの影響

等により、プライス・プロテクションの追加計上等を行いました。   

この結果、売上高2,594,322千円（前年同期比1.9％減）、営業利益42,790千円（同86.9％減）となりました。 

② 次期の見通し 

今後のゲーム業界全体の見通しとしましては、据置型ハードの世代交代や携帯型ハードの拡大、コンテンツのダウ

ンロードによる販売等、経営環境が大幅に変化する中、企業間競争が今まで以上に激しくなることが予想されます。

 このような状況の中、当社グループは、経営環境の変化に影響を受けることなく安定した収益を確保できるよう

に、企業体質の強化を図りながら、引き続きコンテンツのグローバル展開とマルチ展開を有機的に行い、競争力の強

化と、企業価値の向上を目指してまいります。 

 平成22年３月期の業績につきましては、国内コンシューマ事業では、主力商品「SIMPLEシリーズ」を昨今のライト

ゲームユーザー層の動向を鑑みモバイル事業を中心に展開することとし、発売タイトルを大幅に絞り込むことにより

利益率の向上を目指します。その他では女性向けのタイトルと連動したイベントを企画するなど、コンテンツのマル

チ展開を引き続き積極的に実施してまいります。また、海外におきましては、当連結会計年度に販売が好調であった

「BEN 10」シリーズの続編や版権タイトルの発売を予定しております。 

 モバイル事業では、３キャリア合計129万人を超える会員数を誇る「SIMPLE100シリーズ」を中心に新機種対応のア

プリを継続的に投入し更なる会員数の増加を図ってまいります。 

 以上の事業展開により、次期の業績予測として、売上高12,182百万円、営業利益933百万円、経常利益813百万円、

当期純利益440百万円を見込んでおります。なお、主要な為替レートは、期末日レート及び期中平均レートで１米ド

ル＝100円、１ユーロ＝130円、１英ポンド＝170円に設定しております。 



(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産額の合計は8,741,420千円となり、前連結会計年度末に比べ4,778,119千円の減少

となりました。その主な要因は、現金及び預金が1,591,553千円、売掛金が1,568,209千円減少したことなどによりま

す。 

当連結会計年度末における負債額の合計は7,099,602千円となり、前連結会計年度末に比べ2,213,232千円の減少と

なりました。その主な要因は、長期借入金が4,660,000千円増加したものの、短期借入金が5,068,000千円、１年内返

済予定の長期借入金が574,000千円、未払法人税等が685,743千円減少したことなどによります。 

当連結会計年度末における純資産額の合計は1,641,817千円となり、前連結会計年度末に比べ2,564,887千円の減少

となりました。その主な要因は、利益剰余金が2,362,955千円減少したことなどによります。 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の減少、長期借入れによる

収入等の増加要因がありましたが、税金等調整前当期純損失、短期借入金の純減額、長期借入金の返済による支出等

により、前連結会計年度末に比べ1,575,552千円減少（前年同期比50.6％減）し、当連結会計年度末には1,537,644千

円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、336,523千円（同84.9％減）となりました。これは、売上債権の減少1,172,332千

円、たな卸資産の減少1,368,078千円、為替差損365,675千円等がありましたが、税金等調整前当期純損失2,196,319

千円、未払金の減少160,189千円及び法人税等の支払額1,062,511千円等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、99,470千円（同75.0％減）となりました。これは、過年度に取得した連結子会社

の株式の未払額の支払いによる支出35,121千円、有形固定資産の取得による支出40,393千円等があったことによるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、1,058,171千円（前連結会計年度は3,319,647千円を調達）となりました。これ  

は、長期借入れによる収入6,200,000千円がありましたが、短期借入金の純減額5,068,000千円、長期借入金の返済に

よる支出2,114,000千円等があったことによるものであります。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

※ キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※ 平成17年10月期から平成21年３月期までのキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッ

ジ・レシオについては営業キャッシュ・フローがマイナスであるため、記載しておりません。 

  平成17年10月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 

自己資本比率（％）  74.4  74.9  45.5  30.8  18.8

時価ベースの自己資本比率 

（％） 
 129.4  139.7  67.9  39.2  13.8

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％） 
 －  －  －  －  －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 －  －  －  －  －



(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要な課題の１つとして位置付けて、経営基盤及び財務体質の強化を図

りながら、当社を取り巻く環境及び業績の進展状況、配当性向等を勘案し利益還元を行うことを基本方針としており

ます。 

 当期の配当につきましては、当期純損失を計上したこと等により、平成21年２月12日付「平成21年３月期業績予想

及び期末配当予想の修正に関するお知らせ」に記載のとおり、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。また、今

後の配当につきましては、株式会社バンダイナムコゲームスの子会社となったことに伴い、バンダイナムコグループ

の方針に従った配当を実施していく予定であります。  



 当社グループは、当社（株式会社ディースリー）、及び子会社６社により構成されており、家庭用ゲームソフト及び

携帯電話向けゲームコンテンツ等の企画、販売・配信を主たる事業としております。平成21年２月13日から平成21年３

月16日までの期間実施しておりました当社の発行済株式（但し、自己株式を除きます。）及び新株予約権に対する公開

買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）の結果、平成21年３月24日付で、株式会社バンダイナムコゲームス及

び同社の親会社である株式会社バンダイナムコホールディングスが当社の親会社になりました。 

 一方、当社の親会社でありましたフィールズ株式会社は、本公開買付けに応募をした結果、当社の親会社に該当しな

くなりました。 

 なお、当社の親会社であります株式会社バンダイナムコゲームスは、家庭用ゲームコンテンツの企画開発販売、業務

用ゲーム機器の企画開発販売、モバイルコンテンツの企画開発販売等を営んでおります。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。  

  

以上の当社グループの状況を図示すると次のとおりであります。 

 

２．企業集団の状況

区分 主な事業内容  会社名 

コンシューマ事業 
家庭用ゲームソフト等の企画、販売及び関連事業 

当社 

㈱ディースリー・パブリッシャー 

㈱エンターテインメント・ソフトウェア・

パブリッシング 

D3Publisher of America, Inc. 

D3Publisher of Europe Ltd. 

D3DB S.r.l. 

家庭用ゲームソフト等の開発及び関連事業 Vicious Cycle Software, Inc. 

モバイル事業 
携帯電話向けゲームコンテンツ等の企画、配信及

び関連事業 
㈱ディースリー・パブリッシャー 



(1）会社の経営の基本方針、(2）目標とする経営指標 

 平成19年３月期中間決算短信（平成18年11月６日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため、開示

を省略しております。 

 当該決算短信は次のＵＲＬからご覧頂くことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.d3i.co.jp/ir/index.html 

（ジャスダック証券取引所ホームページ（「ＪＤＳ」検索ページ）） 

http://jds.jasdaq.co.jp/tekiji/ 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  当社グループは、家庭用ゲームソフト、携帯電話用ゲームコンテンツ及びその関連事業に経営資源を集中すること

により、当社グループの成長とともに株主利益の最大化を目指してまいります。 

 国内におけるコンシューマ事業につきましては、発売タイトルを吟味しながら絞り込み、市場のニーズに即したタ

イトルを中心に展開することにより高い利益率の獲得を目指してまいります。 

 また、海外におけるコンシューマ事業につきましては、北米及び欧州の各拠点において、引き続きそれぞれの地域

特性を活かした展開を行っていくとともに、「グローバルコンテンツ」（国内市場及び海外市場で展開する商品）の

展開により、当社グループ内でのシナジーの追求を図ってまいります。 

  モバイル事業におきましては、サービス内容の向上や技術革新が著しく、急速な変化に対応することを求められる

中、引き続き「SIMPLE100シリーズ」のコンテンツの充実を図るとともに、新たなコンテンツの企画・制作・自社配

信や海外配信等により、当社グループが保有する多様なゲームコンテンツその他の経営資源を最大限活用して展開し

てまいります。リッチゲームコンテンツ「SIMPLEシリーズ DX」におきましても、料金体系の多様化や新規タイトル

を積極的に投入することにより、多様化するユーザーのニーズに対応した展開を推進してまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

 コンシューマ事業の分野に関しましては、新型据置型ハードへの移行における開発費の高騰や携帯型ハードの拡大

によるゲームユーザー数の増加やユーザー層の拡大によるユーザーのニーズの多様化など、事業環境は著しく変化し

ております。「多様化するユーザーのニーズ」、「事業環境の変化への対応」、「新型据置型ハード対応ゲームソフ

トの開発費の高騰」など、当社グループ及び当業界においては、重要かつ長期にわたる課題が数多くあります。当社

グループは、多様化するニーズに対して検討を加えながら、当社グループの強みを活かせる商品に絞った商品展開を

行うことで、開発費を抑制することにより、それらの課題に取り組んでまいります。 

 一方、モバイル事業の分野に関しましては、携帯電話端末の高機能化、通信速度の高速化及びサービス内容の向上

が依然著しく、ユーザーニーズを満たすコンテンツの開発がますます重要になっております。また、無料ゲーム市場

の台頭に代表される様に、モバイルゲーム市場への参入企業の増加による競争の激化に直面しております。こうした

現状を踏まえ「技術革新による携帯電話向けコンテンツの急速な多様化に対する迅速な対応」、「参入企業の増加に

よる競争の激化に対する迅速な対応」が対処すべき課題であると考えております。当社グループはこれらの課題に対

して、優秀な人員を増加することにより迅速な対応への体制を整え、広告宣伝活動を強化することにより当社グルー

プコンテンツの更なる知名度向上及び競争優位性の周知を徹底してまいります。 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 本年３月、株式会社バンダイナムコゲームスによる当社発行済株式（但し、自己株式を除きます。）及び新株予約

権に対する公開買付けの結果、同社が当社の親会社になりました。 

 今後、ゲーム業界は、企業間競争が今まで以上に激しくなることが予想されており、当社グループは株式会社バン

ダイナムコゲームス及びバンダイナムコグループ各社と強みを活かした様々な協業を通じて企業価値の向上に努めて

まいります。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※2  3,260,688 ※2  1,669,135

売掛金 4,115,527 2,547,317

たな卸資産 3,074,284 －

商品及び製品 － 337,226

仕掛品 － 1,145,346

原材料及び貯蔵品 － 1,771

コンテンツ － 202,387

繰延税金資産 1,507,150 1,359,053

その他 582,617 641,098

貸倒引当金 △2,576 △10,762

流動資産合計 12,537,691 7,892,573

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  10,781 ※1  9,370

その他（純額） ※1  177,780 ※1  136,891

有形固定資産合計 ※1  188,561 ※1  146,261

無形固定資産   

のれん 370,107 243,914

その他 149,605 123,006

無形固定資産合計 519,713 366,921

投資その他の資産   

投資有価証券 5,000 5,000

繰延税金資産 223,394 281,802

その他 54,146 59,548

貸倒引当金 △8,966 △10,686

投資その他の資産合計 273,574 335,664

固定資産合計 981,849 848,847

資産合計 13,519,540 8,741,420



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 978,339 778,298

短期借入金 ※3  5,568,000 500,000

1年内返済予定の長期借入金 664,000 90,000

未払金 575,073 389,032

未払法人税等 787,112 101,368

その他 214,384 96,266

流動負債合計 8,786,910 1,954,966

固定負債   

長期借入金 340,000 5,000,000

退職給付引当金 27,213 30,925

その他 158,712 113,711

固定負債合計 525,925 5,144,636

負債合計 9,312,835 7,099,602

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,737,864 1,737,864

資本剰余金 1,620,200 1,620,200

利益剰余金 915,093 △1,447,861

自己株式 △5,010 △5,010

株主資本合計 4,268,147 1,905,192

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定 △104,528 △263,374

評価・換算差額等合計 △104,528 △263,374

新株予約権 43,085 －

純資産合計 4,206,705 1,641,817

負債純資産合計 13,519,540 8,741,420



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 14,286,518 12,375,821

売上原価 9,515,459 ※5  9,800,805

売上総利益 4,771,058 2,575,015

販売費及び一般管理費 ※1,2  3,701,229 ※1  3,593,108

営業利益又は営業損失（△） 1,069,828 △1,018,092

営業外収益   

受取利息 27,360 16,242

賃貸収入 6,987 2,849

その他 2,391 3,055

営業外収益合計 36,739 22,147

営業外費用   

支払利息 75,968 106,927

株式交付費 215 －

為替差損 591,444 355,333

その他 24,785 36,684

営業外費用合計 692,413 498,945

経常利益又は経常損失（△） 414,154 △1,494,890

特別利益   

前期損益修正益 － 1,739

固定資産売却益 ※3  447 －

新株予約権戻入益 2,545 71,168

特別利益合計 2,993 72,907

特別損失   

固定資産除却損 － ※4  1,797

制作中止損 － 702,260

過年度ロイヤリティー － 32,083

のれん償却費 － 38,195

特別損失合計 － 774,337

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

417,147 △2,196,319

法人税、住民税及び事業税 1,020,724 79,090

過年度法人税等 － △51,309

法人税等調整額 △896,666 81,042

法人税等合計 124,057 108,824

少数株主損失（△） － △1,002

当期純利益又は当期純損失（△） 293,090 △2,304,141



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,733,989 1,737,864

当期変動額   

新株の発行 3,875 －

当期変動額合計 3,875 －

当期末残高 1,737,864 1,737,864

資本剰余金   

前期末残高 1,616,325 1,620,200

当期変動額   

新株の発行 3,875 －

当期変動額合計 3,875 －

当期末残高 1,620,200 1,620,200

利益剰余金   

前期末残高 634,587 915,093

当期変動額   

剰余金の配当 △12,584 △58,814

当期純利益又は当期純損失（△） 293,090 △2,304,141

当期変動額合計 280,506 △2,362,955

当期末残高 915,093 △1,447,861

自己株式   

前期末残高 △5,010 △5,010

当期末残高 △5,010 △5,010

株主資本合計   

前期末残高 3,979,891 4,268,147

当期変動額   

新株の発行 7,750 －

剰余金の配当 △12,584 △58,814

当期純利益又は当期純損失（△） 293,090 △2,304,141

当期変動額合計 288,256 △2,362,955

当期末残高 4,268,147 1,905,192



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定   

前期末残高 23,786 △104,528

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △128,315 △158,846

当期変動額合計 △128,315 △158,846

当期末残高 △104,528 △263,374

評価・換算差額等合計   

前期末残高 23,786 △104,528

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △128,315 △158,846

当期変動額合計 △128,315 △158,846

当期末残高 △104,528 △263,374

新株予約権   

前期末残高 15,907 43,085

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 27,178 △43,085

当期変動額合計 27,178 △43,085

当期末残高 43,085 －

純資産合計   

前期末残高 4,019,586 4,206,705

当期変動額   

新株の発行 7,750 －

剰余金の配当 △12,584 △58,814

当期純利益又は当期純損失（△） 293,090 △2,304,141

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △101,137 △201,932

当期変動額合計 187,118 △2,564,887

当期末残高 4,206,705 1,641,817



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

417,147 △2,196,319

減価償却費 87,036 100,713

のれん償却額 73,390 102,864

株式交付費 215 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,980 3,712

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,172 12,272

新株予約権戻入益 △2,545 △71,168

受取利息及び受取配当金 △27,360 △16,242

支払利息 75,968 106,927

為替差損益（△は益） 625,780 365,675

固定資産売却損益（△は益） △447 －

売上債権の増減額（△は増加） △2,899,326 1,172,332

たな卸資産の増減額（△は増加） △597,196 1,368,078

前渡金の増減額（△は増加） 39,852 234,750

仕入債務の増減額（△は減少） 433,831 △119,805

未払金の増減額（△は減少） 440,285 △160,189

その他 125,609 △72,752

小計 △1,196,604 830,848

利息及び配当金の受取額 27,417 16,242

利息の支払額 △58,642 △121,103

法人税等の支払額 △994,637 △1,062,511

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,222,466 △336,523

投資活動によるキャッシュ・フロー   

新規連結子会社の取得による支出 ※2  △268,826 △35,121

有形固定資産の取得による支出 △114,112 △40,393

有形固定資産の売却による収入 1,677 －

無形固定資産の取得による支出 △26,558 △18,472

貸付けによる支出 △7,000 △32,000

貸付金の回収による収入 13,993 33,397

その他 2,510 △6,881

投資活動によるキャッシュ・フロー △398,316 △99,470

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,168,000 △5,068,000

長期借入れによる収入 － 6,200,000

長期借入金の返済による支出 △753,997 △2,114,000

担保の提供による支出 △89,424 △17,442

株式の発行による収入 7,534 －

配当金の支払額 △12,464 △58,728

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,319,647 △1,058,171

現金及び現金同等物に係る換算差額 △280,218 △81,387

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 418,646 △1,575,552

現金及び現金同等物の期首残高 2,694,551 3,113,197

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  3,113,197 ※1  1,537,644



 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項  

連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

㈱ディースリー・パブリッシャー  

㈱エンターテインメント・ソフトウェ

ア・パブリッシング 

D3Publisher of America, Inc. 

D3Publisher of Europe Ltd. 

Vicious Cycle Software, Inc. 

D3DB S.r.l. 

上記のうち、Vicious Cycle Software,  

Inc.につきましては、当連結会計年度にお

いて株式を取得し、連結子会社となりまし

たので、連結の範囲に含めております。 

連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

㈱ディースリー・パブリッシャー  

㈱エンターテインメント・ソフトウェ

ア・パブリッシング 

D3Publisher of America, Inc. 

D3Publisher of Europe Ltd. 

Vicious Cycle Software, Inc. 

D3DB S.r.l. 

  

２．持分法の適用に関する

事項 

該当事項はありません。 

  

同  左 

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。  

同  左 



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

  

  

イ. 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

   移動平均法による原価 

  

  

イ. 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同  左 

  ロ. たな卸資産 

製品 

   先入先出法による原価法 

ロ. たな卸資産 

製品 

先入先出法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）  

  仕掛品・コンテンツ 

   個別法による原価法 

なお、コンテンツについては、見

積回収期間にわたり、会社所定の償

却率によって償却しております。 

仕掛品・コンテンツ 

個別法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）   

なお、コンテンツについては、見

積回収期間にわたり、会社所定の償

却率によって償却しております。  

  貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）  

  （会計方針の変更） 

当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準（企業会計基準第９号

平成18年７月５日公表分）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はありま

せん。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

イ. 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法を

採用し、在外連結子会社は定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。  

建物及び構築物   ５～15年  

その他       ３～15年 

イ. 有形固定資産 

同  左 

  （会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当連結会計年度より、平

成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微で

あります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

軽微であるため、当該箇所への記載は省

略しております。 

―――――― 

  （追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微で

あります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

軽微であるため、当該箇所への記載は省

略しております。 

―――――― 

  ロ. 無形固定資産 ロ. 無形固定資産 

  自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間（３年

又は５年）に基づく定額法 

同  左 



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

イ. 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般の債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収の可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ. 貸倒引当金 

同  左 

  ロ. 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。 

ロ. 退職給付引当金 

同  左 

(4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、為替差額は

損益として処理しております。 

  なお、在外連結子会社の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。 

同  左 

(5) 重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

―――――― 

(6) 重要なヘッジ会計の

方法 

イ. ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワ

ップについては、特例処理を採用して

おります。 

イ. ヘッジ会計の方法 

同  左 

  ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同  左 

  ヘッジ対象 

 借入金利息 

ヘッジ対象 

同  左 

  ハ. ヘッジ方針 

変動金利による調達コスト（支払利

息）に及ぼす影響を回避する為、ヘッ

ジを行う方針であります。 

ハ. ヘッジ方針 

同  左 

  ニ. ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引について、特例処

理の要件に該当すると判断されたた

め、その判定をもって有効性の判定に

代えています。 

ニ. ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

  ホ. その他のリスク管理 

ヘッジ会計に係る契約締結業務は管

理部が担当しております。取引に関す

る規定は特に設けておりませんが、一

般の職務権限規程に従い管理されてお

ります。 

ホ. その他のリスク管理 

ヘッジ会計に係る契約締結業務はコ

ーポレート本部が担当しております。

取引に関する規定は特に設けておりま

せんが、一般の職務権限規程に従い管

理されております。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(7) その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同  左 

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同  左 

６．のれん及び負ののれん

の償却に関する事項 

のれんの償却については、合理的にその

効果が発現すると見積もられる期間（５年

間又は10年間）で定額法により償却を行っ

ております。 

のれんの償却については、合理的にその

効果が発現すると見積もられる期間（10年

間）で定額法により償却を行っておりま

す。 

７．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同  左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日）  

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日）  

―――――――― （リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はありません。  

―――――――― （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上

必要な修正を行っております。 

これによる損益に与える影響はありません。  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日）  

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日）  

（連結貸借対照表）  

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「前渡

金」（当連結会計年度末の残高513,760千円）は、資産

の総額の100分の５以下となったため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示することにいたしました。 

（連結貸借対照表）  

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度

において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」「コンテンツ」に区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含ま

れる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

「コンテンツ」は、それぞれ391,867千円、1,788,937千

円、3,293千円、890,186千円であります。 

（連結損益計算書）  

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「賃貸収入」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度における「賃貸収入」の金額は

4,380千円であります。 

―――――― 

  



  

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

       186,077千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

              247,918千円 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

定期預金 千円147,490 定期預金 千円131,490

    銀行取引保証のため、担保に供しております。     銀行取引保証のため、担保に供しております。 

※３．財務制限条項 

短期借入金のうち、1,000,000千円には下記の財

務制限条項が付されております。 

(1）契約締結日以降の中間期を含む決算期の末

日における連結貸借対照表及び貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、前年同期比75％

以上に維持すること。 

(2）契約締結日以降の中間期を含む決算期にお

ける連結損益計算書及び損益計算書の営業損

益を２期連続して損失とならないようにする

こと。 

―――――― 

４．当座貸越契約 

当社グループは、運転資金の機動的な調達を行う

ため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

―――――― 

契約の総額    568,000千円 

借入実行残高    568,000千円 

差引未実行残高        －千円 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

広告宣伝費 1,226,320千円

給与手当 563,708千円

販売促進費  405,623千円

退職給付費用    18,492千円

貸倒引当金繰入額    5,956千円

広告宣伝費 1,456,831千円

給与手当 662,416千円

退職給付費用 19,346千円

貸倒引当金繰入額    12,272千円

         

※２．一般管理費に含まれる研究開発費    34,235千円 ※２．        ―――――― 

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※３．        ―――――― 

機械装置及び運搬具  447千円   

※４．        ―――――― ※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  その他    1,543千円

無形固定資産    253千円

※５．        ―――――― ※５．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

    451,336千円



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加31株は、新株引受権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）ストック・オプションとしての新株予約権は、当連結会計年度末において権利行使期間の初日が到来しておりま

せん。      

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）  21,006  31  －  21,037

合計  21,006  31  －  21,037

自己株式         

普通株式  32  －  －  32

合計  32  －  －  32

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の目
的となる株式の
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－  －  －  －  －  38,815

連結子会社  － －  －  －  －  －  4,270

合計  －  －  －  －  －  43,085

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式  12,584  600 平成19年３月31日 平成19年６月22日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月20日 

定時株主総会 
普通株式  58,814 利益剰余金   2,800 平成20年３月31日 平成20年６月23日



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  該当事項はありません。   

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  21,037  －  －  21,037

合計  21,037  －  －  21,037

自己株式         

普通株式  32  －  －  32

合計  32  －  －  32

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月20日 

定時株主総会 
普通株式  58,814  2,800 平成20年３月31日 平成20年６月23日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 3,260,688千円

担保提供定期預金 △147,490千円

現金及び現金同等物 3,113,197千円

現金及び預金勘定 1,669,135千円

担保提供定期預金 △131,490千円

現金及び現金同等物 1,537,644千円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たにVicious Cycle Software, 

Inc.（以下、ＶＣＳ社という。）を連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の

取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次

のとおりであります。 

※２．       ―――――― 

  

流動資産  126,506千円

固定資産  167,746千円

のれん  367,409千円

流動負債  △72,576千円

ＶＣＳ社の取得価額  589,086千円

ＶＣＳ社の保有する現金及び現金同等物  △96,480千円

ＶＣＳ社取得に係る未払金 △223,779千円

ＶＣＳ社取得のための支出（差引）  268,826千円

  



（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳  

（千円） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳  

（千円） 

繰延税金資産（流動）   

コンテンツ償却超過額否認 1,331,713

未払事業税否認 48,353

売上加算額 167,546

販売手数料及び促進費否認 78,585

その他 55,077

繰延税金資産（流動）小計 1,681,276

評価性引当額 △174,125

繰延税金資産（流動）合計 1,507,150

繰延税金資産（固定）   

ソフトウェア償却超過額否認 22,871

ロイヤリティ償却超過額否認 185,021

繰越欠損金 195,796

その他 16,847

繰延税金資産（固定）小計 420,536

評価性引当額 △197,142

繰延税金資産（固定）合計 223,394

繰延税金資産の純額 1,730,544

繰延税金資産（流動）   

コンテンツ償却超過額否認 1,663,327

未払事業税否認 9,177

売上加算額 157,031

販売手数料及び促進費否認 46,214

繰越欠損金 69,132

たな卸資産評価損否認     59,367

その他 6,519

繰延税金資産（流動）小計 2,010,771

評価性引当額 △651,718

繰延税金資産（流動）合計 1,359,053

繰延税金資産（固定）   

ソフトウェア償却超過額否認 1,059

ロイヤリティ償却超過額否認 275,367

繰越欠損金 743,190

その他 15,914

繰延税金資産（固定）小計 1,035,531

評価性引当額 △753,729

繰延税金資産（固定）合計 281,802

繰延税金資産の純額 1,640,855

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

（％）    

  

法定実効税率 40.69

（調整）   

評価性引当額の増減 △21.48

永久差異 4.72

住民税均等割 0.48

のれん償却額 7.16

連結子会社との税率差異 △3.41

未実現利益消去に係る税効果未認識額 4.23

法定実効税率変更の影響額 0.10

その他 △2.75

税効果会計適用後の法人税等の負担率  29.74

 税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を

省略しております。 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は259,581千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,024,305千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
コンシューマ事
業 

（千円） 

モバイル事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  13,293,237  993,281  14,286,518  －  14,286,518

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  13,293,237  993,281  14,286,518  －  14,286,518

営業費用  12,687,449  269,658  12,957,108  259,581  13,216,689

営業利益  605,787  723,622  1,329,409 (259,581)  1,069,828

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
          

資産  11,813,219  682,015  12,495,235  1,024,305  13,519,540

減価償却費  82,851  5,643  88,494  3,049  91,543

資本的支出  128,001  14,047  142,048  215  142,264

事業区分 主要製品

コンシューマ事業 家庭用ゲームソフト等のパッケージソフト等 

モバイル事業 携帯電話用コンテンツ等 



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は289,027千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、599,490千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

  
コンシューマ事
業 

（千円） 

モバイル事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高     11,139,059     1,236,762    12,375,821     －    12,375,821

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
    － － － － － 

計     11,139,059     1,236,762    12,375,821     －    12,375,821

営業費用     12,687,825     417,061    13,104,886     289,027    13,393,913

営業利益（又は営業損失）     (1,548,765)     819,700     (729,065)     (289,027)   (1,018,092)

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
          

資産     7,652,762     489,167     8,141,930     599,490     8,741,420

減価償却費     102,355     9,345    111,701     3,149     114,851 

資本的支出     42,692     14,355     57,047     2,368     59,415 

事業区分 主要製品

コンシューマ事業 家庭用ゲームソフト等のパッケージソフト等 

モバイル事業 携帯電話用コンテンツ等 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（1）北米：米国 

（2）欧州：イタリア、英国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は259,581千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,024,305千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（1）北米：米国 

（2）欧州：英国、イタリア 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は289,027千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、599,490千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本

（千円） 
北米

（千円） 
欧州

（千円） 
計

（千円） 

消去又 
は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  4,359,708  7,282,926  2,643,883  14,286,518  －  14,286,518

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 1,833,072  402,473  －  2,235,545 (2,235,545)  －

計  6,192,780  7,685,400  2,643,883  16,522,063 (2,235,545)  14,286,518

営業費用  5,549,238  7,385,473  2,317,882  15,252,595 (2,035,905)  13,216,689

営業利益  643,541  299,926  326,000  1,269,468 (199,639)  1,069,828

Ⅱ 資産  7,580,458  4,357,617  2,359,066  14,297,142 (777,602)  13,519,540

  
日本

（千円） 
北米

（千円） 
欧州

（千円） 
計

（千円） 

消去又 
は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 4,278,853 5,502,644 2,594,322 12,375,821     － 12,375,821 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 2,081,279 549,610 － 2,630,890 (2,630,890)     － 

計 6,360,133 6,052,255 2,594,322 15,006,711 (2,630,890) 12,375,821 

営業費用 6,253,033 7,127,733 2,551,531 15,932,298 (2,538,384) 13,393,913 

営業利益（又は営業損失）    107,099 (1,075,477) 42,790 (925,586) (92,505) (1,018,092)

Ⅱ 資産  5,382,463  2,670,232 1,540,970 9,593,665 (852,245) 8,741,420 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（1）北米：米国 

（2）欧州：イタリア、英国他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（1）北米：米国 

（2）欧州：英国、イタリア他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

ｃ．海外売上高

  北米 欧州 その他の地域 計 

 Ⅰ 海外売上高（千円）  7,363,039  2,448,067  212,057  10,023,163

 Ⅱ 連結売上高（千円）                    14,286,518

 Ⅲ 連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
 51.6  17.1  1.5  70.2

  北米 欧州 その他の地域 計 

 Ⅰ 海外売上高（千円） 5,621,611 1,706,757 564,795 7,893,164 

 Ⅱ 連結売上高（千円）                   12,375,821 

 Ⅲ 連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
   45.4 13.8 4.6 63.8 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．借入利率は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

２．協賛スポンサー料には消費税等が含まれておりません。なお、価格については、市場価格等を勘案して、一

般に合理的で妥当な価格をもって決定しております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

(4）兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

（関連当事者情報）

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 役員
の兼
任等 

事業
上の
関係 

親会社 
フィール

ズ㈱ 

東京都 

渋谷区 
 7,948,036

遊技機の

企画・開

発及び販

売 

(被所有) 

直接 

57.1

兼任 

２名 

業務提

携及び

資金援

助 

資金の借入  3,000,000
短期借入

金  
3,000,000

借入金利息 

（注１） 
 17,917 未払費用  13,643

協賛スポン

サー料（注

２） 
 10,000 －  －



  

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

(追加情報) 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用しておりま

す。 

この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）、

連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社及び連結財務諸表提出会社の連結子会社の重要な役員との取引が開示

対象に追加されております。 

なお、株式会社バンダイナムコゲームスは当連結会計年度末日に親会社となったため、期末残高のみを記載しており

ます。また、バンダイネットワークス株式会社は当連結会計年度末日に同一の親会社をもつ会社となったため、期末残

高のみを記載しております。  

  

１．関連当事者との取引  

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（注）一般の取引条件を勘案して合理的に行っております。  

  

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

 該当事項はありません。 

  

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等 

  該当事項はありません。 

  

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

  該当事項はありません。 

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内
容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

親会社 
  

㈱バンダイ

ナムコゲー

ムス 
  

東京都品川

区  
  

15,000,000 
  

家庭用ゲー

ムコンテン

ツの企画開

発販売、業

務用ゲーム

機器の企画

開発販売、

モバイルコ

ンテンツの

企画開発販

売等  

 （被所有）

 直接 
 95.2

  

資金援助

  

－ － 
短期借入

金（注） 500,000

－ － 
長期借入

金（注）  5,000,000



  

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 重要性がないため、記載を省略しております。 

  

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

 該当事項はありません。 

  

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等 

（注） 「企画開発・運営業務委託契約書」及び「共同事業契約書」に基づき、一般に合理的で妥当な取引を行ってお

ります。 

  

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）株式の譲渡につきましては、株式譲渡契約に基づき実施したVicious Cycle Software, Inc.の株式譲渡による

ものであり、外部専門家による株価算定に基づき譲渡価額を決定しております。  

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報 

  

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内
容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

同一の親

会社を持

つ会社  

バンダイネ

ットワーク

ス㈱  

東京都品川

区   
1,113,371 

モバイルコ

ンテンツ、

WEBコンテ

ンツ、eコ

マースなど

のネットワ

ークサービ

スの提供 

－  

企画開発、

運営業務委

託、共同事

業 

－ － 
売掛金 
（注）  373,100

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内
容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

重要な子

会社の役

員   

Eric 

Peterson   
－ － 

Vicious 

Cycle 

Software, 
Inc.の取締

役  

－ 旧株主
株式の譲

渡（注）
－ 

未払金 14,374

長期未払

金  56,855

重要な子

会社の役

員   

Wayne 

Harvey 
－ － 

Vicious 

Cycle 

Software, 
Inc.の取締

役  

－  旧株主
株式の譲

渡（注）
－ 

未払金 14,374

長期未払

金  56,855

親会社の名称 親会社が発行する株券が上場されている金融商品取引所名 

株式会社バンダイナムコホールディングス 株式会社東京証券取引所 市場第一部 

株式会社バンダイナムコゲームス 金融商品取引所に上場しておりません。 



（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額（円）  198,220.41  78,163.20

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額

（△）（円） 
 13,962.80  △109,694.88

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額（円）  13,794.12  －

    

なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額

（△） 
    

 当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  293,090  △2,304,141

 普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
 293,090  △2,304,141

 期中平均株式数（株）  20,990.81  21,005.00

      

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円）  －  －

 普通株式増加数（株）  256.68  －

 （うち新株予約権）  （256.68） （－） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

 旧商法第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づく新株予約

権２種類（新株予約権の数689

個）並びに会社法第236条、第

238条及び第239条の規定に基づ

く新株予約権２種類（新株予約

権の数341個） 

 この他に連結子会社の有する

潜在株式として新株予約権１種

類があります。（新株予約権の

数1,212,000個） 

― 



（開示の省略） 

リース取引、有価証券、ディリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記事項

については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 同  左 



(1) 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注状況 

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。  

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する割合が10％未満の場合は記載を省略しております。 

  

５．生産、受注及び販売の状況

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

前年同期比（％）

 コンシューマ事業（千円）  8,313,709  △15.8 

 モバイル事業（千円）  163,991  +9.8 

合計（千円）  8,477,701  △15.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

 コンシューマ事業 － － － － 

 モバイル事業 7,200 +125.0 1,800 － 

合計 7,200 △85.3 1,800 － 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

前年同期比（％）

コンシューマ事業（千円） 11,139,059 △16.2 

 モバイル事業（千円） 1,236,762 +24.5  

合計（千円） 12,375,821 △13.4 

相手先 

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

GameStop Corporation 2,029,751 14.2 1,400,369 11.3 

株式会社ソニー・コンピュータエ

ンタテインメント 
1,681,475 11.8 － － 



６．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 934,128 393,819

売掛金 1,419,067 852,387

仕掛品 1,590,497 667,026

貯蔵品 267 158

コンテンツ 732,160 365,166

前渡金 29,039 28,907

前払費用 6,739 6,000

繰延税金資産 748,050 584,729

関係会社短期貸付金 1,830,292 1,778,760

未収入金 301,223 221,296

未収還付法人税等 － 67,751

仮払法人税等 － 169,311

その他 35,307 6,739

貸倒引当金 △13 △540,265

流動資産合計 7,626,760 4,601,789

固定資産   

有形固定資産   

建物 12,092 12,092

減価償却累計額 △5,694 △6,690

建物（純額） 6,397 5,401

工具、器具及び備品 19,140 20,136

減価償却累計額 △14,811 △15,922

工具、器具及び備品（純額） 4,328 4,214

有形固定資産合計 10,726 9,616

無形固定資産   

ソフトウエア 858 1,187

その他 126 126

無形固定資産合計 984 1,313

投資その他の資産   

投資有価証券 5,000 5,000

関係会社株式 2,854,091 2,123,422

関係会社長期貸付金 1,151,915 －

繰延税金資産 7,668 435

差入保証金 100 100

敷金 35,547 42,495

投資その他の資産合計 4,054,323 2,171,454

固定資産合計 4,066,034 2,182,383

資産合計 11,692,795 6,784,173



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 405,715 419,894

短期借入金 2,200,000 －

関係会社短期借入金 3,000,000 500,000

1年内返済予定の長期借入金 664,000 90,000

未払金 26,249 14,200

未払費用 18,051 2,443

未払法人税等 383,707 －

前受金 1,469 －

預り金 1,980 2,244

その他 7,183 9,039

流動負債合計 6,708,356 1,037,821

固定負債   

長期借入金 340,000 －

関係会社長期借入金 － 5,000,000

退職給付引当金 13,517 13,571

固定負債合計 353,517 5,013,571

負債合計 7,061,873 6,051,393

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,737,864 1,737,864

資本剰余金   

資本準備金 1,614,199 1,614,199

その他資本剰余金 6,000 6,000

資本剰余金合計 1,620,200 1,620,200

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 300,000 300,000

繰越利益剰余金 939,051 △2,920,274

利益剰余金合計 1,239,051 △2,620,274

自己株式 △5,010 △5,010

株主資本合計 4,592,105 732,780

新株予約権 38,815 －

純資産合計 4,630,921 732,780

負債純資産合計 11,692,795 6,784,173



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高   

ロイヤリティー収入 2,048,896 2,433,548

業務受託収入 132,132 132,132

配当収入 500,000 －

売上高合計 2,681,028 2,565,680

売上原価   

ロイヤリティー収入原価 1,945,288 2,270,782

業務受託収入原価 57,770 60,254

売上原価合計 2,003,058 2,331,037

売上総利益 677,969 234,642

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 22,774 －

業務委託費 21,695 51,536

役員報酬 50,220 56,364

給料及び手当 48,814 47,710

賞与 4,342 6,293

福利厚生費 12,203 11,154

退職給付費用 2,484 2,117

株式報酬費用 21,540 20,036

地代家賃 30,718 34,192

支払手数料 25,579 30,228

減価償却費 3,054 3,211

旅費及び交通費 16,338 －

顧問料 － 18,633

貸倒引当金繰入額 13 －

その他 57,442 55,811

販売費及び一般管理費合計 317,222 337,290

営業利益又は営業損失（△） 360,747 △102,647

営業外収益   

受取利息 115,625 81,584

雑収入 389 247

営業外収益合計 116,015 81,832

営業外費用   

支払利息 72,914 90,125

支払手数料 23,723 28,048

為替差損 425,493 208,975

株式交付費 215 －

雑損失 － 4,427

営業外費用合計 522,347 331,576

経常損失（△） △45,585 △352,392



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別利益   

退職給付引当金戻入額 － 2,277

新株予約権戻入益 2,545 65,530

特別利益合計 2,545 67,807

特別損失   

固定資産除却損 － 128

関係会社株式評価損 － 1,106,417

貸倒引当金繰入額 － 540,251

貸倒損失 － 1,226,055

制作中止損 － 488,114

特別損失合計 － 3,360,967

税引前当期純損失（△） △43,039 △3,645,552

法人税、住民税及び事業税 415,899 950

過年度法人税等 － △16,544

法人税等調整額 △625,599 170,553

法人税等合計 △209,699 154,959

当期純利益又は当期純損失（△） 166,660 △3,800,511



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,733,989 1,737,864

当期変動額   

新株の発行 3,875 －

当期変動額合計 3,875 －

当期末残高 1,737,864 1,737,864

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,610,324 1,614,199

当期変動額   

新株の発行 3,875 －

当期変動額合計 3,875 －

当期末残高 1,614,199 1,614,199

その他資本剰余金   

前期末残高 6,000 6,000

当期末残高 6,000 6,000

資本剰余金合計   

前期末残高 1,616,325 1,620,200

当期変動額   

新株の発行 3,875 －

当期変動額合計 3,875 －

当期末残高 1,620,200 1,620,200

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 300,000 300,000

当期末残高 300,000 300,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 784,975 939,051

当期変動額   

剰余金の配当 △12,584 △58,814

当期純利益又は当期純損失（△） 166,660 △3,800,511

当期変動額合計 154,075 △3,859,325

当期末残高 939,051 △2,920,274

利益剰余金合計   

前期末残高 1,084,975 1,239,051

当期変動額   

剰余金の配当 △12,584 △58,814

当期純利益又は当期純損失（△） 166,660 △3,800,511

当期変動額合計 154,075 △3,859,325

当期末残高 1,239,051 △2,620,274



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △5,010 △5,010

当期末残高 △5,010 △5,010

株主資本合計   

前期末残高 4,430,279 4,592,105

当期変動額   

新株の発行 7,750 －

剰余金の配当 △12,584 △58,814

当期純利益又は当期純損失（△） 166,660 △3,800,511

当期変動額合計 161,825 △3,859,325

当期末残高 4,592,105 732,780

新株予約権   

前期末残高 12,639 38,815

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 26,175 △38,815

当期変動額合計 26,175 △38,815

当期末残高 38,815 －

純資産合計   

前期末残高 4,442,919 4,630,921

当期変動額   

新株の発行 7,750 －

剰余金の配当 △12,584 △58,814

当期純利益又は当期純損失（△） 166,660 △3,800,511

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 26,175 △38,815

当期変動額合計 188,001 △3,898,141

当期末残高 4,630,921 732,780



 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同  左 

  (2）その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

時価のないもの 

同  左 

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1）仕掛品・コンテンツ 

個別法による原価法 

   なお、コンテンツについては、見積

回収期間にわたり、会社所定の償却率

によって償却しております。 

(1）仕掛品・コンテンツ 

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）   

なお、コンテンツについては、見積

回収期間にわたり、会社所定の償却率

によって償却しております。 

  (2）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

最終仕入原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）   

  （会計方針の変更） 

当事業年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 



  

項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

３．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物        ８～15年 

工具器具備品    ４～15年 

(1）有形固定資産 

同  左 

  （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微

であります。 

  （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

  自社利用のソフトウェア 

同  左 

４．繰延資産の処理方法 株式交付費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

―――――― 

５．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同  左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般の債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収の可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同  左 

  (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

(2）退職給付引当金 

同  左 



項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

―――――― 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワ

ップについては、特例処理を採用して

おります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同  左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同  左 

  ヘッジ対象 

借入金利息 

ヘッジ対象 

同  左 

  (3）ヘッジ方針 

変動金利による調達コスト（支払利

息）に及ぼす影響を回避する為、ヘッ

ジを行う方針であります。 

(3）ヘッジ方針 

同  左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引について、特例処

理の要件に該当すると判断されたた

め、その判定をもって有効性の判定に

代えています。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

  (5）その他のリスク管理 

ヘッジ会計に係る契約締結業務は管

理部が担当しております。取引に関す

る規定は特に設けておりませんが、一

般の職務権限規程に従い管理されてお

ります。 

(5）その他のリスク管理 

ヘッジ会計に係る契約締結業務はコ

ーポレート本部が担当しております。

取引に関する規定は特に設けておりま

せんが、一般の職務権限規程に従い管

理されております。 

９．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同  左 



   

会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日）  

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日）  

―――――――― （リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はありません。  

表示方法の変更

前事業年度 
 （自 平成19年４月１日 

   至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成20年４月１日 

   至 平成21年３月31日） 

――――――  （貸借対照表） 

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「仮払法人税等」は、当事業年度におい

て、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記いたし

ました。 

なお、前事業年度の「仮払法人税等」は1,560千円であ

ります。 

 （損益計算書） 

  前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「株式報酬費用」は、販売費

及び一般管理費の総額の100分の５を超えたため区分掲

記いたしました。 

 なお、前事業年度における「株式報酬費用」の金額は

12,639千円であります。 

 （損益計算書） 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「広告宣伝

費」（当事業年度1,695千円）は、販売費及び一般管理

費の総額の100分の５以下となったため、販売費及び一

般管理費の「その他」に含めて表示することにいたしま

した。 

―――――― 

   

２．前事業年度まで区分掲記しておりました「旅費及び

交通費」（当事業年度15,831千円）は、販売費及び一

般管理費の総額の100分の５以下となったため、販売費

及び一般管理費の「その他」に含めて表示することに

しました。 

―――――― 

   

３．前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しておりました「顧問料」は、販売費及

び一般管理費の総額の100分の５を超えたため区分掲記

いたしました。 

  なお、前事業年度における「顧問料」の金額は

13,633千円であります。 



 (1）役員の異動 

  該当事項はありません。 

(2）その他 

 当社は、開発委託先の外国法人に支払いましたゲームソフト開発費用が著作権の使用料に該当するとの理由によ

り、所轄税務署より源泉徴収に係る所得税の納税告知処分及び不納付加算税の各賦課決定処分の告知書を平成20年

３月31日付で受領いたしました。なお、告知されました源泉所得税額は、附帯税を含め173,775千円であります。 

 当社といたしましては、ゲームソフト開発費用は、著作権の使用料には該当せず、人的役務の提供事業の対価で

あるという認識から、当社の当該取扱いは、会計上及び税務上適切なものであると考え、平成20年７月22日に国税

不服審判所に対して審査請求を行っております。 

  

７．その他
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